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石綿健康被害者救済
年約1,300人救済
（累計約1.7万人）

科学技術・イノベーション人の命と環境を守る取組

地域の熱中症対策の先進事例の横展開
（地域モデル事業支援）
改正気候変動適応法の公布 (R5 5/12)
（ERCAへ熱中症対策業務が追加）

熱中症対策の推進

公害健康被害補償・予防
（S63までに認定された）

ぜん息等認定患者３万人に補償給付

気候変動適応策

環境研究総合
推進費業務

5領域161課題の公募による
研究開発を推進(50億円)

気候変動領域

自然共生領域 安全確保領域

資源循環領域

統合領域

環境政策の実施機関として、①公害に係る健康被害の補償・予防、
②石綿健康被害の救済、③環境政策に貢献する研究・技術開発等
の推進、④民間団体が行う環境保全活動の支援、などを実施

R5 161件
活動基盤の強化、多様な主体
との連携・協働等の促進

人への投資

NPOの環境活動を
支援

高校生の環境活動を
表彰

8,000事業所等から賦課金(344億円)を徴収

Environmental Restoration and Conservation Agency

設立 平成16年4月1日
本部 神奈川県川崎市
組織 8部1室 169人

R5 115件応募
若手の人材育成の強化
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ERCAの紹介



熱中症対策地域モデル事業

地域における熱中症対策の実施主体である地方公共団体を
支援することにより、熱中症対策の取組が進んでいない分野
及び地域における熱中症対策の優良事例を創出・展開します。

２

吹田市の取組について

熱中症警戒アラートの効果を高めるための分析を進めま
す。また、熱中症による人の健康への重大な被害の恐れが
ある場合に環境大臣が発表する熱中症特別警戒アラートの
前提となる情報（暑さ指数など）を迅速かつ的確に提供し
ます。

気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律に基づき令和６年４月１日から熱中症警
戒アラートの発表の前提となる情報の整理・分析等や、地域における熱中症対策推進に関する情報の提供等がERCAの業
務に新たに追加されました。

熱中症対策部の主な取組
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◀「高齢者向け熱中症対策ブック」
ケアマネ―ジャーをはじめとした、実際に高齢者と接する機会の
多い方々のご意見をもとに制作。

熱中症特別警戒情報の発表の前提となる情報
の整理・分析等

熱中症対策研修
①地域対面研修
法制度説明、地域における熱中症対策事例紹介、救急専門医による座学、被害状況･

暑熱環境等に関する座学庁内連携促進のための意見交換会の実施

②オンライン研修
地域研修に参加できない方・希望者に対して地域対面研修の講義内容に準じた内容

をオンライン研修として配信

③eラーニング
R6.5月公開：①法制度説明②地域における熱中症対策事例紹介③熱中症について
R6年度下期：R7年度に向けた新規コンテンツの制作
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３

金沢市の取組について

◀指定暑熱避難施設の開設例
のぼり、パンフレットやパネルの他、
ウォーターサーバーを設置している。
青いカーペットで視覚的にも涼しさ
を表現。

出典：報道発表資料環境省

対象：全国の都道府県市町村の熱中症関係部局
(環境、健康、福祉、教育、防災等)

地域における熱中症対策の優良事例を、その地域だけで
なく全国に水平展開するための研修を実施します。地方公
共団体の取組を促進することで熱中症死亡者数の半減を目
指します。



クーリングシェルターマップ
の公開

熱中症対策部のその他の取組
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海外調査

お問合せ先
〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町1310番
ミューザ川崎セントラルタワー 8階
独立行政法人環境再生保全機構 熱中症対策部
TEL：044-520-9556
メールアドレス：info-heat@erca.go.jp

ERCA熱中症対策ホームページ
ERCA熱中症対策ホームページでは、
熱中症対策に関する情報発信をしています。
https://www.erca.go.jp/heatstroke/

地域連携の促進

地域の住民に対して効果的
な熱中症対策が実施できるよ
う各地域の熱中症リスク、熱
中症の健康被害の実態に関す
る情報を市町村の関係部署へ
展開する取組を支援します。

地方公共団体からERCAに

登録された全国のクーリング

シェルター情報をマップ化し

ホームページで公開していま

す。

マップ上の施設情報はダウ

ンロードができ、ご自由にご

活用いただけます。

熱中症対策の取組事例の収

集については、国内だけでな

く熱波による大規模な人的被

害が生じた海外の取組事例を

調査する必要があります。特

に海外の地方公共団体の取組

等を調査し、広く国内の地方

公共団体に展開します。


